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○ 大学の概要

（１）現況
① 名称

国立大学法人 埼玉大学

② 所在地

埼玉県さいたま市桜区下大久保２５５

③ 役員の状況

学 長 田隅三生（平成１６年４月１日～平成２０年３月３１日）
理 事 ４人（うち１人は非常勤）
監 事 ２人（うち１人は非常勤）

④ 学部等の構成

教養学部
教育学部
経済学部
理学部
工学部
文化科学研究科
教育学研究科
経済科学研究科
理工学研究科

⑤ 学生数及び教職員数

学部学生数：7,587人（留学生数182人）
大学院生数：1,280人（留学生数224人）
児童・生徒数：1,392人
教員数：469人（その他に附属学校園教員数85人）
職員数：228人

（２）大学の基本的な目標等
埼玉大学は、教育と研究を両輪とする個性的な総合大学の構築を通して、普遍

的な知を創造するとともに、時代の要請に応えうる有為な人材を育成することに
より、社会に貢献していくことを目指す。

とりわけ、総合大学としての利点を活かし、専門性を軸に幅広い教養を備えた
市民としての職業人の育成に努めるとともに、世界水準の研究の推進を目指して、
大学として重点課題を設定し、地球規模での人類的課題や地域社会が抱える現実
的課題に応える研究を積極的に推進する。

また、「社会に開かれた大学」を目指し、首都圏の政令指定都市に立地する大
学としての利点を活かして、社会人のブラッシュアップ教育、生涯学習ニーズに
積極的に応えていくとともに、大学に蓄積された知的財産を産学官交流及び地域
社会との連携によって、社会への還元に努める。

さらに、国際化時代に即応しうる「世界に開かれた大学」を目指し、首都圏に
位置する大学の利点を活かして留学生の受入を積極的に進めるとともに、外国の
大学との交流協定を活用して研究の国際交流を推進する。

これらを受けて、学外から見て明確な方針と目標をもった新しい埼玉大学像を作り
出さなければならない。そのために学長は、「埼玉大学再構築計画」の中で以下の基
本方針と共通目標を公表し、各学部はそれぞれの教育目標を定めた。（平成18年度添
付資料１）

１．埼玉大学の基本方針
①市民社会の中核となるべき人材の育成

確実な知識と応用力、中正な判断力、実行力を身につけた、現実社会の実務を担う
人材を育てることを目指す。

②時代の要請に応える知識と技術の創出
社会的ニーズにつながる研究課題について、具体的な成果を挙げること目指す。

２．埼玉大学の共通目標
①幅広い教養と国際感覚を持ち、社会に貢献する市民・職業人を養成する。
②問題発見型並びに解決型研究を推進し、成果を知的財産として社会に提供する。
③社会に開かれた大学として、地域に貢献し、社会人の学習ニーズに応える。
④世界に開かれた大学として、海外との学生交流・研究交流を推進する。

３．学部の教育目標
（１）教養学部

①人文科学及び関連する社会科学の諸成果を継承し学ぶ場とする。
②多様な文化や価値観を理解する人材を育成する。
③学生自ら問題を設定し解決する能力を培う。
④国内外の人々と的確に意思疎通ができる力を養う。

（２）教育学部
①自ら学び成長する教師を養成する。
②現代を生きる力を子供に与える指導力豊かな教師を養成する。
③自然と人間との共生、人間同士の連帯を重視する教育の場とする。

（３）経済学部
①徹底した少人数教育により、学問的基礎を身に付けさせる。
②進んで問題を発見し、分析し、解決できる人材を育成する。
③社会及び世界に開かれた場での教育を重視する。
④一般学生、社会人、留学生がともに学び、コミュニケーション能力を養う場とする。

（４）理学部
①自然科学の基礎を身に付け、論理的思考法と応用力を持つ人材を養成する。
②新しい事物への柔軟な受容性と独創的研究に向かう積極性を伸ばす。

（５）工学部
① JABEE認定教育プログラムに基づく世界標準の工学教育を行う。
②情報系学科においては、情報処理技術者養成に向けた教育を行う。
③独創的な「もの創り・システム創り」に挑戦する、想像力に富む人材を養成する。
④グローバルな視点から科学技術によって国際社会に貢献する人材の養成を目指す。

（３）大学の機構図（組織図）

埼玉大学
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全 体 的 な 状 況

Í 業務の実施状況の総括・平成16～19年度
１．中期計画の全体的な進捗状況
A学長のリーダーシップの実行

第 1 期中期目標期間において、本学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成す
るためにとるべき措置として、特に、学長のリーダーシップの下に、機動的、戦略的
な運営を目指して、全学を横断する新たな機構・組織の設置を平成16年度に実施した。

すなわち、学部横断の教育・学生支援システムとしての「全学教育・学生支援機
構」、重点的、効率的な研究推進のための「総合研究機構」、教育・研究に関する情報
の一元管理を行う「総合情報基盤機構」、及び教育・研究の成果ならびに業務運営の評
価を行い改善と効率化に導く「教育・研究等評価センター」である。

これらの機構・組織は、全学の部局・学部等を超えて学長の真のリーダーシップを
発揮する極めて有力なツールとなった。
B業務運営の改善及び効率化 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成する
ためにとるべき措置として、平成16年度より運営組織・体制の見直しを図り、学部教
授会の審議事項の整理、学部教授会代議員会による効率的運営、学部長補佐体制の整
備、全学委員会の簡素化などを実施した。また、事務等の効率化・合理化に関する目
標を達成するための措置として、平成16年度に事務組織の合理化を行い、2 課１室を
削減、教務事務・学務事務の一元化を実現した。
C財務内容の改善 財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置と
して、平成17年度に非常勤講師料の40％減を目途として削減を図った。平成17年度よ
り、教員への研究費一律配分を廃止し、学内プロジェクト経費への申請によってのみ
研究費を得られることとし、しかもこれに申請できるのは科学研究費補助金の申請者
とした。外部からの研究資金には10～30％のオーバーヘッドを課し、当初、その 5 割
を関係部局に還元したが、平成19年度にはオーバーヘッドは全て中央管理とし、必要
に応じて一部を関係部局等に配分した
D自己点検・評価 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標を
達成するための措置としては、平成16年度に設置した「教育・研究等評価センター」
が各部局からの年度計画実績報告書を評価し、結果と改善提言を学長に報告して年度
計画実施の適正化を図った。また、全教員から年度ごとに活動報告書を提出させ、部
局長等による教員活動評価に供した。評価結果は勤務実績評価として人事考課に反映
された。
以上、第 1 期中期計画期間には、学長のリーダーシップによる機動的、効率的な大学

運営を心がけ、教育の体系化、研究の重点化、資源配分の重点化、人件費の削減、外部
資金獲得の増加、事務組織の効率化など所期の計画を実行し十分な成果を上げている。

２．項目別の実施状況
（１）業務運営の改善及び効率化
A運営体制の改善 学長の諮問に応じて意見・助言を得るため、有識者2名を顧問
として迎え、また、若手教員の意見を徴するため「学長懇話会」を置いた。

「戦略企画室」を置き、学長補佐体制を整備した。平成19年度には、学長スタッフ
機能の充実を図り、理事、副学長、事務局長による学長室を置き、その下に「キャン
パス整備管理室」、「大学運営資料編纂室」、「戦略企画室」及び「地域貢献室」を配置
し、一部の学内委員会を改編して取り組むなど、意志決定の効率化が図られた。（添付
資料１，２，３）

効果的、機動的な大学運営のため、部局長会議を運営組織として整備し、平成17年
度からは事務局各部長を加えて運営機能を強化した。部局長会議は平成19年度には全
学運営会議に改め、学長室と各部局長とで構成することとした。(添付資料４)
学長のリーダーシップにより、各学部等の枠を超えて効率的な大学運営を行うため、

「全学教育・学生支援機構」、「総合研究機構」及び「教育・研究等評価センター」を
設置し、教育・研究とも直接に学長が運営できる体制を整備した。

「全学教育・学生支援機構」は、平成17年度より全学開放型教養教育プログラム、

副専攻プログラム、テーマ教育プログラムを実施し、大学として一貫した教育システ
ムを確立した。外国語教育は平成17年度から英語を必修とし、コンピュータ支援言語
学習（CALL）システムを導入し英語スキル教育プログラムを実施して、TOEICのスコア
の顕著な向上により成果を上げた。（共通資料５－２）

「総合研究機構」は研究をすべて統括し、大学としての重点研究領域を定め、これ
に資源を集中投下することとし、一般教員は科学研究費補助金に申請した者が同機構
のプロジェクト研究に応募して競争的に資金配分がなされることとした｡(共通資料5-2)

「教育・研究等評価センター」は中期目標期間の各部局等の年度計画の実施状況を
を点検・評価し、指摘と報告を各部局並びに学長にするとともに、教員の教育研究等
の活動を教員活動報告書として提出させ、そのデータに基づいた評価に供し、結果を
学長に報告し、人事考課や資源配分に反映させることとした。（共通資料）２－１）

意思決定システムの効率化を目指して、学内委員会を整理統合して56から31に削減
した。

学部長等を中心とした機動的・戦略的な学部等運営のため、副学部長を置くなど学
部長補佐体制の整備、教授会審議事項の整理と代議員会設置、学部内委員会の整理な
どを進めた。

効果的な組織運営のため、「全学教育・学生支援機構」と「総合研究機構」は教員・
事務職員等が一体的に運営にあたることとした。

学長のリーダーシップにより全学的な戦略的な資源配分を行うこととし、「全学教育
・学生支援機構」、「総合研究機構」及び「教育・研究等評価センター」に重点的に資
源配分した。「全学教育・学生支援機構」へは入試広報経費、TOEIC実施経費など、「総
合研究機構」には研究プロジェクト支援経費、知的財産部経費、科学分析センター経
費及び地域共同研究センター運営経費などである。各学部等へは、教育と研究を区分
して教育経費は十分に配分する一方、研究経費は大幅に抑制し、前述のように「総合
研究機構」のプロジェクト研究への申請によって競争的に配分されるものとし、教員
の研究は原則的に外部資金によってなされるものとした。（共通資料１－１）
B教育研究組織の見直し 教育研究組織の柔軟かつ機動的な編成・見直しについて
は、先ず学長の強いリーダーシップにより平成16年度に全学教員定数の再定義がなさ
れ、旧教養部教員ポスト54は全て学長の手元に置かれ、特に必要な部署に再配置する
こととし、平成18年度までに「全学教育・学生支援機構」などに20名分が配置された。

教育研究組織の見直しは「教育・研究等評価センター」の点検・評価結果を踏まえ
て行うこととされ、同センターは平成16年度に各部局等から提出された「自己点検評
価書」に基づいて各部局の現状と課題を明らかにし、各部局及び学長に報告した。学
内の各種教育研究施設が適正に配置されているか否かは平成17年度に各部局等から提
出された「自己点検評価書」により同センターで点検・評価された。

大学院理工学研究科は、平成18年度に大学院重点化改組を行い、教員の属する研究
部と院生の所属する教育部とに組織を分離した。重点研究テーマを推進する教員は、
連携先端研究部門の各領域を担当し、また、理化学研究所、産業技術総合研究所、埼
玉県環境科学国際センターとの連携研究は連携先端研究部門とした。

社会のニーズ等に応じて大学院の定員の拡大を図ることとし、経済科学研究科では
社会人の受験増に対応して平成17年度から博士後期課程の定員を3名増し9名とし、ま
た、文化科学研究科修士課程では平成17年度から留学生を定員内化し留学生教育の重
視を明確にした。理工学研究科は平成18年度の重点化改組とともに博士前期課程の定
員を28名増やし281名とし、博士後期課程では国費留学生定員15名を定員内とし定員56
名とした。

4大学連携によるIT分野の大学院構想が検討された。
C人事の適正化 公正で適切な評価システムにより業績や貢献度が正当に反映され
る人事システムの構築のため、「教育・研究等評価センター」は平成16年度から教員活
動報告書の試行収集を行い、評価法の検討を重ね、平成18年度から本格的に全教員に
教員活動報告書の提出を求め、提出されたデータに基づいた教員活動評価が実施され
ている。

柔軟で多様な人事制度の構築のため、平成16年度に大学の基本方針として「埼玉大

埼玉大学
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学教員選考基準」を制定した。これに基づき各学部等はそれぞれの基準を策定した。
理学部、工学部は、翌年からの大学院重点化に向けて、平成17年度に教員の資格基準
を見直し、再審査を実施した。「埼玉大学教員選考基準」により、教員採用は公募制の
原則がとられ、また、教養学部、工学部、理工学研究科で任期付き任用がなされ、流
動性の向上が図られた。平成19年度からの学校教育法の改正による「埼玉大学教員選
考基準」の改正により新規採用の助教は任期5年の任用となり、一層の流動性が担保さ
れた。

外国人・女性等の教員採用を促進する努力が各部局等でなされた。特に経済学部は
国立大学法人の総合大学の中では屈指の女性教員比率（15.3％）を誇っている。
D事務等の効率化・合理化 事務等の効率化・合理化を目指して、学部事務の事務
局への一元化、教務事務の学務部への一元化が推進され、また、事務処理マニュアル
が作成され事務処理の効率化が図られた。

事務の電子化が推進され、事務処理の効率化、ペーパーレス化が進められた。教務
事務の電子化により、平成18年に履修登録、成績登録、シラバス入力をWebで行うこと
なった。

「教育・研究等評価センター」の教員活動状況を収集・把握するファイリングシス
テムは年毎の改善を重ね、平成19年度にほぼ完成した。

（２）財務内容の改善
A外部研究資金その他の自己収入の増加 「総合研究機構」は科学研究費補助金の
採択が増すよう、補助金申請に関する説明会を行い、また、「科学研究費補助金計画調
書作成手引」を作成・配布し、さらに科研費アドヴァイザ－を置き、計画調書作成の
支援を行った。その結果、平成19年度には申請件数が前年より115件多い403件となり、
採択件数も28件増の197件となった。

収入を増す工夫として運動施設、教室などの施設使用料、教職員の宿舎使用料を改
訂し、平成18年度より交通施設料を徴収することとし、また、卒業生への各種証明書
発行を有料とした。
B経費の抑制 管理的経費の削減を図り、電子化による会議のペーパーレス化、各
種帳簿の廃止、光熱水料の抑制など省エネ・省コストの取組を実施した。

常勤教職員数の削減は順調に実施され、人件費削減計画は達成されている。旧教養
部教員ポストの全学共通化により、平成19年度に13の教員採用枠を留保している。

常勤事務職員等の削減は、事務局2課1室の削減とともに、退職者不補充などにより
達成している。非常勤講師料の削減も平成16年度の40％への削減を目指して実施され
ている。
C資産の運用管理の改善 余裕金の運用について、経営協議会の議を経て平成18年
度に国債を購入し、運用益を得た。平成19年度には定期預金として運用した。（添付資

料５）

（３）自己点検・評価及び情報提供
A評価の充実 教育・研究・業務運営に関する恒常的な評価組織として「教育・研
究等評価センター」を設置し、中期目標期間の年度計画の各部局等による策定・実施
を点検・評価し、結果を各部局等並びに学長に報告するとともに教員活動報告書の収
集により、教員の教育・研究等の活動を点検・評価するためのデータをファイリング
し、評価に供した。結果は学長に報告され、平成19年度には人事考課、傾斜資源配分
に反映された。（共通資料２－１）
B情報公開等の推進 平成16年度に学外者、学生も交えた「広報プロジェクト」で、
既存のHPや広報誌等の点検・見直しを図り、平成17年度に「大学広報プラン」として
電子化を中心に検討を行い、HPの改善を進めた。

大学情報の一元化と公開・提供の推進に関して、平成16年度に総合情報処理センタ
ーと図書館を一体化して「総合情報基盤機構」とし、学術情報の収集・蓄積・提供を
推進している。「総合情報基盤機構」では、学術情報の発信を目指して「埼玉大学学術
情報発信システム（SUCRA）」の運用を目指し、平成19年度に試験運用を開始した。（共

通資料５－２）

（４）その他業務運営に関する重要事項
A施設設備の整備・活用等 全学の施設・設備の長期的な整備計画に関して、平成
17年度に学外有識者を加えたキャンパスマスタープラン検討ワーキングを発足させ検

討を開始し、平成18年に「埼玉大学キャンパスマスタープラン2007」を策定した。こ
れに基づき、施設整備の計画を立て、教育学部棟大規模改修の概算要求を出し、平成1
8年度補正予算で教育学部A・B棟の改修が予算化された。すでに、総合教育棟（平成16
年度補正予算）、附属中学校（平成18年度予算）、特別教室棟（平成18年度補正予算）
の大規模改修整備が進み、順調に施設整備がなされた。

総合教育棟並びに教育学部A・B棟の改修整備により、全学共用のスペース及びプロ
ジェクト研究スペースが整備され、重点研究、プロジェクト研究の推進に供された。

良好で快適なキャンパス環境の創出のため、学生用トイレ改修、身体障害者に配慮
したバリアフリー設備の整備、校内美化等に努めた。

施設整備のため、PFI事業等の手法を導入した。平成17年度に大学会館1階に改装経
費等出店者負担でコンビニエンス・ストアを置いた。

体育施設整備については、有限責任事業組合（LLP）により行うこととし、運動施設
の改修と維持管理を外部資金で賄うこととした。（添付資料６）
B安全管理 労働安全衛生法等に基づいた安全管理体制を構築し、平成16年度に安
全衛生委員会設置、平成17年度に安全対策マニュアル作成、同年「国立大学法人埼玉
大学毒物及び劇物取扱い要項」改正などを行い、適正な安全管理を行っている。薬品
はすべて管理システムにより管理されている。

構内の交通安全、盗難防止対策など適宜実施された。

Í 平成19年度の取組として特筆すべきもの
（1）業務運営の改善及び効率化
A運営体制の強化 学長スタッフ機能の充実のため、理事、副学長、事務局長によ
る学長室を置き、その下に新たに｢キャンパス整備管理室」、｢大学運営資料編纂室」、
従来の｢戦略企画室｣及び｢地域貢献室｣を配置し一部の学内委員会を改編し取り込 む
など、意志決定の効率化が図られた。また部局長会議は全学運営会議に改め、学長室
と各部局長とで構成することとした。これらにより、学長の直接的な運営統括が強化
された。（添付資料１～４）
B資源配分の一層の重点化 学長が提示した「平成19年度予算配分の方針」に従っ
て、事業的経費を第1次から第4次までの予算要求に従って戦略的に配分した。また、
外部資金等のオーバーヘッドは従来は半額を当該部局に還元していたが、還元を廃止
し、全額を中央管理とし、必要に応じて部局等に配分した。（共通資料1－1）
C研究費の競争的配分強化 教員への研究費配分は全て申請によることとし、科学
研究費補助金申請者が「総合研究機構」のプロジェクト研究に申請することにより競
争的に得られるものとした。（共通資料１－１，６－１）

（２）財務内容の改善
A科学研究費補助金計画調書作成のアドヴァイザーによる支援 科学研究費補助金
計画調書作成にあたりアドヴァイザーによる支援を実施したところ、申請件数、採択
件数とも大幅に増大した。
B人件費削減の達成 旧教養部教員ポストの全学共通化により、学長手持ちポスト
が計13となり、実質的に人件費の大幅削減となった。

（３）自己点検・評価及び情報提供
A資源配分、人事考課への評価結果の反映 「総合研究機構」のプロジェクト研究
の成果は「教育・研究等評価センター」により点検・評価され、評価結果はその後の
経費配分に反映された。また、同センターが収集した教員活動報告データにより、教
員の教育研究等の評価が本格的に実施され、結果は人事考課に用いられた。
B埼玉大学学術情報発信システム（SUCRA） 大学の教育研究の成果を発信する当
該システムが試験運用され、実質的に本格的に利用され始め効果を発揮している。

（４）その他業務運営に関する重要事項
A有限責任事業組合（LLP）による運動施設改修と管理 LLPの外部資金によりテニ
スコート6面の改修を行い、寄付物件として受け入れ、施設の管理を委託している。
B全学一斉避難訓練の実施 災害危機対策として、平成19年11月27日に全学一斉避
難訓練を実施し、一時避難所に4千名以上の学生が避難した。

埼玉大学
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項 目 別 の 状 況

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
（１）業務運営の改善及び効率化

① 運営体制の改善に関する目標

（効果的な組織運営に関する基本方針）
中 ○学長のリーダーシップの下、効率的な大学運営を行う。

○学部長等を中心とした効率的な学部等の運営を行う。
期 ○必要に応じて事務職員の専門化を図り、教員と事務職員が一体となった大学運営体制を構築する。

目 （戦略的な学内資源配分の実現等に関する基本方針）
○大学の基本方針の下、学内資源の配分方法を弾力化し重点課題に集中的な資源投下を行う。

標

進捗
判断理由（計画の実施状況等） ウェイト

状況
中期計画 平成19年度計画

中 年 中 年
平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定

期 度 期 度

（全学的な経営戦略の確立に関 （平成16～18年度の実施状況概略）
する具体的方策） ○ 顧問は、学長の諮問に応じて意見を述べ、助言 ○ 広報・地域貢献担当の副学長
【１】 を受ける制度として平成16年度に発足させた。平 を新たに配置し、学長補佐体制
○ 平成16年度に、学長補佐体制 成17年度は政策研究大学院大学吉村学長に加えて、 の強化を図る。
を見直し、学長スタッフの機能 （財）日本科学技術振興財団有馬会長を新たに委
強化を図る。 嘱し、より多くの有識者から意見を徴することと

した。
○ 学長懇話会を発足させ、毎月若手教員の意見を
徴して、大学運営の参考にしている。

Ⅳ ○「戦略企画室」を設置し学長補佐体制の機能強
化を図った。

（平成19年度の実施状況）
【１，２９】 【１，２９】
○ 新たに学長室を設置して、理事、副学 ○ 新たに学長室を設置し、理事、副学長、事務局
長、事務局長による学長スタッフ機能の Ⅳ 長による学長スタッフ機能の更なる充実を図った。
充実を図る。 ○ 学長室の下に「キャンパス整備管理室」、「大学

運営資料編纂室」を立ち上げ、既設の「戦略企画
室」、「地域貢献室」と共に学長補佐体制の充実を
図った。

（運営組織の効果的・機動的な （平成16～18年度の実施状況概略）
運営に関する具体的方策） ○「部局長会議」の在り方を見直し、大学運営の ○ 全学運営会議が実質的な協議
【２】 重要な協議機関としての位置づけを明確にした。（H の場となるよう構成メンバーの
○ 平成16年度に、「部局長会議」 17） 精選を図り、機動性を重視した
を設置し、各部局間との意思疎 ○ メンバーに事務局各部長及び学生部長を加える 効果的な大学運営を行う。
通を図り、スムースな大学運営 ことにより、事務的サイドからの意見もより具体
を行う。 Ⅳ 的に取り込むことができて、より円滑な大学運営

ができるようになった。（H17）

埼玉大学
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（平成19年度の実施状況）
【２】 【２】
○ 部局長会議を発展的に解消し、新たに Ⅳ ○ 部局長会議を発展的に解消し、新たに学長室と
学長室と各部局長が参画した「全学運営 各部局長が参画した「全学運営会議」を立ち上げ、
会議」を立ち上げ、スムーズな大学運営 さらにスムーズな大学の意思決定が図れることと
を行う。 なった。

【３】 （平成16～18年度の実施状況概略）
○ 学長のリーダーシップの下、 ○ 平成16年度に効率的な大学運営を行うため、全 ○ 教育・研究等評価センター
効率的な大学運営を行うため、 学の教育及び学生支援を行う組織として「全学教 は、引き続き、中期計画年度評
平成16年度に、「21世紀総合研究 育学生支援機構」及び「総合研究機構（21世紀総 価の進捗状況の点検・評価の実
機構」、「全学教育・学生支援機 合研究機構改称）」が設置され、学長のリーダシッ 施、教員活動評価のための教員
構」、「教育・研究等評価センタ プのもと、全学教育・学生支援機構長（教学・学 活動報告書の収集と評価の実施、
ー」を設置する。 生担当理事が兼務）、総合研究機構長（研究担当理 組織としての教育・研究の質の

事が兼務）を通して、教育及び学生支援及び研究 向上に関する活動状況の点検・
支援に関して効率的かつ機能的な大学運営を行っ 評価の実施、学内プロジェクト
ている。 研究の中間・終了評価の実施を
○ 平成16年4月、学内における様々な分野におい 行い、点検・評価結果を学長に
て公正かつ適正な評価を行う第三者的評価組織と 報告し、改善等の対応を促す。
して「教育・研究等評価センター」が設置された。
当該評価センターは学長に直属し、様々な評価・
点検結果を学長に報告することにより、学長のリ
ーダーシップの下、効率的な大学運営に寄与する
よう活動を行ってきた。具体的には、中期計画年
度評価の進捗状況の点検・評価結果の報告（平成1

Ⅳ 6,17,18年度）、教員活動評価のための教員活動報
告書の収集と評価方針・実施要項の策定（平成17
年度）と評価結果の報告（平成18年度）、機関別認
証評価のための学内点検の実施とその結果の報告
（平成17、18年度）などを行い、その結果を学長
に報告することにより、効率的な大学運営に資し
た。

（平成19年度の実施状況）
【３】 【３】
○ 学長室を新たに立ち上げ、総合的な調 ○ 学長室を新たに立ち上げ、総合的な調整機能を
整機能を発揮することにより、学長のリ 発揮する組織の設置により、さらに効率的な大学
ーダーシップによる効率的な大学運営を 運営を行えるようになった。
行う。 ○ 教育・研究等評価センターでは、中期計画年度

評価の進捗状況の点検・評価の実施、教員活動評
価のための教員活動報告書の収集と評価の実施、
次年度に提出予定の4年間の中期計画の進捗状況の

Ⅳ 点検・評価の実施、組織としての教育・研究の質
の向上に関する活動状況の点検・評価の実施、学
内プロジェクト研究の中間・終了評価の実施を行
い、点検・評価結果を学長に報告すると共に、評
価センター長が全学運営会議、全学評議会に出席
し、点検・評価結果を各部局長等に示し、改善等
の対応を促した。

【４】 （平成16～18年度の実施状況概略）
○ 平成16年度に、学内の各種委 ○ 学内委員会を整理・統合するなど見直し、５６ ○ 広報委員会を廃止し、新たに
員会の役割を見直し、その数を あった委員会を３１に絞り込んだ。 副学長をキャップとする広報室
削減し、効率的な意思決定シス ○ 「環境情報の提供の促進等による特定事業者等 を設置する。
テムを構築する。 の環境に配慮した事業活動の促進に関する法律（平

成17年4月1日）」の施行に伴い、「環境委員会」を

埼玉大学
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設置し、大学の方針及び実施計画を策定した。
○ 大学会館の再開発については、評議員によるワ
ーキング方式による検討会を持つなど効率的な意
見集約に努めた。

Ⅳ
（平成19年度の実施状況）

【４】 【４】
（平成16年度に学内の委員会の大幅削減 ○「施設整備委員会」を廃止し、学長室の下に新
を行い、その後は、原則として検討課題 Ⅳ たに「キャンパス整備管理室」を設置した。
に応じたワーキンググループ方式を活用 ○ 一部の委員会については学長室直結の組織とし
することとしているため、19年度は年度 て改編するなど大学の意思決定の迅速化に努めた。
計画なし）

（学部長等を中心とした機動的 （平成16～18年度の実施状況概略）
・戦略的な学部等運営に関する ○ 教育学部では平成16年度より、学部補佐体制と ○ 各学部では、学部運営の効率
具体的方策） して「学部運営企画室」を設置し、ここに、副学 化のために副学長制度の活用を
【５】 部長、評議員の他に学部長指名による学部長補佐6 図る。
○ 平成16年度に、各学部におけ 名を配置した。「学部運営企画室」室員は、基本委 ○ 理工学研究科では、研究科運
る学部長補佐体制を整備し、学 員会委員を兼務して、学部の基幹的な諸活動の調 営の効率化のために副研究科長
部運営の効率化を図る。 整・効率化をはかってきた。 制度の活用を図る。

○ 経済学部では、学部運営の効率化のために副学
部長が将来計画委員会の委員長を務め、各種委員
会の審議に臨機応変に参加するようにした。また、
副学部長は埼玉県との連携業務を担当し、県総合
政策部改革政策局との共同研究を実施するととも
に、平成16年度末から県福祉部と協議を重ね、平
成18年度から経済学部夜間主コースの講義を県民
に開放する構想を具体化し、平成17年12月に、学
長・県知事「協定書」の締結に結実させた。
○ 理学部では、副学部長を置き、学部運営の効率

Ⅳ 化を図った。また、平成１８年度より、学部長、
副学部長、評議員による学部長室会議を設け、毎
週定例の協議を行い、順調な運営を行った。
○ 工学部では、副学部長を配置し、平成16～18年
度において工学部における研究の活性化を図るた
めに設置された研究企画室の室長、技術部運営の
ための技術部長を兼ねることにより、工学部運営
の効率化を図った。また、学部長補佐制度などを
有効に機能させ、学部運営の効率化を図った。
○ 理工学研究科では、平成18年度に実施した大学
院重点化改組に伴い、理工学研究科長が部局長に
なったので、研究科長室会議を、研究科長（研究
部長兼任）、副研究科長（理学部長、工学部長）、
教育部長（評議員）、副研究部長（副理学部長）、
副教育部長（副工学部長）で組織し、研究科を運
営する執行部とした。

（平成19年度の実施状況）
【５】 【５】
○ 理工学研究科では、平成18年度に設置 ○ 教育学部では、学部長補佐体制である「学部運
した研究科長室で、研究科の円滑な運営 営企画室」において、学部・研究科の円滑な運営
に関して検討を行い、改善点があれば改 をはかってきた。四月には、前埼玉県教育長（本
める。 学部教授）を学部長特別補佐として加えた。

○ 経済学部では、引き続き副学部長が将来計画委
員会の委員長を務め、各種委員会の審議に臨機応
変に参加・対応した。また、副学部長は埼玉県と
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の連携業務を引き続き担当し、「県民開放授業」の
Ⅳ 充実を図った。

○ 理学部では、引き続き学部長、副学部長、評議
員による学部長室会議を、毎週定例で行い、円滑
な運営を行った。
○ 大学院理工学研究科重点化後の工学部運営で
は、副学部長が工学部教育企画室の運営を担当す
るなど、業務の効率的分担を行った。
○ 理工学研究科では、平成18年度の研究科長室会
議の運営を見直し、自己評価担当、将来計画担当、
国際交流担当、等を決め、隔週定期的に全ての項
目をサーベイする方式に改めた。

【６】 （平成16～18年度の実施状況概略）
○ 平成16年度に、教授会の審議 ○ 教育学部では、平成16年度に教授会の審議事項 ○ 教養学部、教育学部および理
事項を見直し、代議員会を設置 を見直すとともに代議員会規程を制定し、必要に 工学研究科では、教授会代議員
する等の効率的な運営を図る。 応じて代議員会を開催してきた。 会により効率的な運営を行う。

○ 経済学部では、効率的運営を可能とするために、 ○ 経済学部、理学部、工学部、
学部長・副学部長が臨機応変に各種委員会に参加 理工学研究科では、引き続き、
し、審議する体制を取ってきた。さらに、平成19 学部・研究科運営会議を開催す
年3月に教授会を補完する審議機関として代議員会 るなど、効率的な運営を図る。
の設置を決定するとともに、教授会の重要決定事
項の執行に関わる機関として、学部長、副学部長、
評議員、各学科長に主要委員会の委員長を加えた
学部運営会議の設置を決定した。
○ 理学部では平成16年度に副学部長を置き、平成
17年度からは、副学部長が広報委員会，安全管理
委員会，FD委員会を主宰し、評議員がカリキュラ
ム委員会，アドミッション委員会，進路指導委員
会を主宰した。これにより、機動的・効率的な学
部運営が行われた。平成18年度からは、各種委員
会の整理統合を行い、全ての委員会の長は学部長
が行うことし、機動的・効率的な学部運営の促進
を図った。
○ 工学部では、代議員会を設置し、教授会審議事
項の一部を代議員会審議事項として、教員の会議
負担を軽減するとともに学部運営の効率化を図っ
た。また、学部運営会議を設置し、学部運営の基
本事項や将来構想などについて、少人数による機

Ⅲ 動的学部運営を図った。
○ 理工学研究科では、平成18年度に実施された大
学院重点化改組に伴い、研究科長室会議メンバー
と前期課程コース長から構成される代議員会と、
研究科長室会議メンバーと研究部門長から構成さ
れる研究科運営会議を設置し、効率的な研究科の
運営を進めた。

（平成19年度の実施状況）
【６－１】 【６－１】
○ 教養学部、教育学部及び理工学研究科 ○ 学部では、重要な審議事項や建物改修に係る協
では、教授会代議員会で、効率的な運営 議事項などをのぞき、代議員会、学部運営会議で
を行う。 効率的運営を図った。また案件によっては学部長

主導の効率的・機能的な学部運営を行った。
Ⅲ ○ 理工学研究科では、研究科運営会議に参加しな

い前期課程コースが多数あることが、意思疎通に
欠陥をもたらしていることから、運営会議を前期
課程コース長全員から構成するように変更した。
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その結果、代議員会、運営会議、人事方針部会、
人事委員会が同一メンバーで構成され、特に、人
事案件が円滑に処理されるようになった。

【６－２】 【６－２】
○ 経済学部では、教授会の審議事項を見 Ⅳ ○ 経済学部では、新たに学部運営会議をスタート
直し、代議員会を設置する等の効率的な させ、重要課題の審議をおこなった。
運営を図る。

【７】 （平成16～18年度の実施状況概略）
○ 平成16年度に、学部内の各種 ○ 教育学部では、各種委員会の位置づけと在り方 ○ 各学部では、平成16年度発足
委員会の役割を見直し、その数 を再検討し、「問題別委員会」を整理統合して、こ させた効率的な意志決定システ
を削減し、効率的な意思決定シ れを「基本委員会」のサブ委員会（「課題小委員会」） ムを維持する。
ステムを構築する。 に再編成した。また、「特別昇給委員会」、「博物館 理学部では、教育企画委員会

運営委員会」を廃止し、「施設整備委員会」と「施 の制度見直しを行う。
設整備拡大委員会」を統合した。また教員養成に
特化する学部改組と新カリキュラムの実施を行う
にあたって、委員会構成･選出方法の改訂をおこな
った。また、新カリキュラム実施に対応する「学
校フィールド･スタディ推進委員会」を新設した。
○ 経済学部では、学部内委員会を見直し、各種委
員会を大幅に減少させ、学部長、副学部長、評議
員による執行部連絡会を開催した。また、主要委
員会への副学部長、評議員の配置によるほか、学
部長、副学部長が各種委員会に対して臨機応変の
対応を行った。
○ 理学部では、代議員会と教授会との審議事項の
割り振りを行った。また、学部運営会議を中心と
した学部運営を行い、カリキュラム、FD、進路指
導の3委員会を統合し、教育企画委員会として審議
の効率化を図った。大学院重点化により、予算・
人事等が研究科に移されたことから、理学部は専
ら学部教育の推進に特化し、学部教育プログラム

Ⅲ の視点から人事を起案することとした。
○ 工学部では、「教育企画室」，「研究企画室」，「広
報室」および「評価室」を組織し、各室のもとで
各種委員会を統合整理して、教務関連事項の迅速
な対応，研究活動の活性化，積極的な広報活動，
教員の活動報告および学部年次計画立案・評価な
どについて、明確・迅速な意思決定システムを構
築した。特に、教育企画室にカリキュラム委員会，
進路指導委員会，FD委員会を設け、教育点検・改
善を効率的に行う体制を構築した。また、代議員
会のメンバーを、各学科から学科長および教育企
画委員、アドミッション委員各1名の計3名に拡充
し、教授会の大部分の機能を代議員会に移し、審
議の効率化を図った．

（平成19年度の実施状況）
【７】 【７】
○ 各学部では、平成16年度に効率的な意 ○ 教養学部では、諸委員会業務の円滑な実施を目
思決定システムを発足させているが、さ 的として、各専修に専修代表を置き、学部運営業
らに、教養学部では、平成16年度に構築 務に中心的な役割を担う体制として採用した。
した意思決定システムを踏まえ、引き続 ○教育学部では、 教員免許講習会実施の政策に対
き検討を推進することとしており、経済 応するために、「教員研修･講習委員会」を新設し
学部では、平成19年度は学部内の各種委 た。
員会の活動状況を点検し、委員の配置数 ○ 経済学部では、新たに学部運営会議を置いた。
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を変更することなどを通して、意思決定 また、委員会の活動状況を点検し、自己評価等委
と問題処理の効率化を図る。また、理学 Ⅲ 員会の委員数を削減することにより委員配置の見
部では、平成18年度に理工学研究科改組 直しを図り、広報と各種委員会との連携のあり方
により、カリキュラム、進路指導、FDの3 を点検することで、意思決定と問題処理の効率化
委員会を教育企画委員会に統合し、効率 を図った。
的な運用を目指したが、問題点も生じた ○ 理学部では平成18年度に改善点として挙げられ
ため、問題点の洗い直しと改善を進める。 た教育企画委員会の制度見直しを引き続き検討し、

平成２０年度からは、各部会に長を置き、責任の
分担を図ることを決定した。
○ 大学院理工学研究科重点化後の工学部では、学
部教育の充実を図るために、教育企画室を設置し、
その中にカリキュラム部会、FD部会、進路指導部
会を設けて、相互の連携により、効果的な学部教
育実施の体制を整えた。

（教員・事務職員等による一体 （平成16～18年度の実施状況概略）
的な運営に関する具体的方策） ○ 総合研究機構（21世紀総合研究機構を改称）な ○ 教員と職員の一体的な運営組
【８】 らびに全学教育･学生支援機構は､機構長の下に教 織にするため平成16年度に設置
○ 平成16年度に、研究体制、留 員の副機構長と事務職員の副機構長の２人を置き、 した「総合研究機構」ならびに
学生の受け入れ、国際交流や教 教員と職員が一体となって運営している。 「全学教育･学生支援機構」を維
務運営、学生支援等に関する業 持する。
務について組織の見直しを行い、
「21世紀総合研究機構」、及び「全
学教育・学生支援機構」を柱と Ⅲ
する教員と職員との一体的な運
営組織に改組する。

（平成19年度の実施状況）
【８】 【８】
（平成16年度に全学教育・学生支援機構 Ⅲ 【教育機構】
の全学教育企画室を教員と職員で構成し、 ○ 全学教育･学生支援機構及び総合研究機構は業
一体的な運営に努めている等により実施 務遂行のために､教員と職員が一体となって効率的
済みのため、19年度は年度計画なし） かつ効果的に業務の運用にあたっている｡

（全学的視点からの戦略的な学 （平成16～18年度の実施状況概略）
内資源配分に関する具体的方策） ○【平成16年度】中期目標・中期計画及び年度計 ○ 中期計画における大学として
【９】 画を達成するために必要な重点事項への配分を優 の目標に即した戦略的・重点的
○ 平成16年度に、学内資源配分 先する基本方針に基づき、２機構１センター（全 配分を基本としつつ、従来の予
のあり方を検討し、大学として 学教育・学生支援機構、総合研究機構、教育・研 算配分システムを見直し、学内
の目標等に即した戦略的・重点 究等評価センター）の運営経費及び事業実施経費 資源配分の改善に努める。
的配分が可能となるようなシス を重点配分し、従来の事項指定経費についても、
テムを構築する。 事業規模等を見直しつつ、必要な経費を配分。ま

た、学長裁量経費を確保するとともに、新たな配
分項目として予備費を設定し、緊急的支出への対
応措置を講じた。
○【平成17年度】平成17年度の新たな予算配分方
法として、各部局に配分する教育研究基盤経費を
教育経費、研究経費、管理経費毎に区分するとと
もに、研究経費は積算の70％、教育経費は100％の
配分とし、基盤的経費について教育重視の特色を
打ち出した配分を行った。学長裁量経費について、
地域貢献のための経費や入学志願者の増を図るた
めに必要な経費を新たに計上するなど、一層の充
実を図った。３機構１センターの事業実施に必要
な経費への重点配分を次のとおり行った。①TOEIC
実施関係経費及び入試広報充実のために必要な経
費。②研究プロジェクトへの支援経費や知的財産

Ⅳ 部経費、科学分析支援センター及び地域共同研究
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センターの運営費。③情報メディア基盤センター
の運営費及び図書館の資料整備費等。
これまでとは抜本的に異なる戦略的・重点的な平
成18年度の予算の配分方針を、学長が部局長会議
・教育研究評議会に提案し、学内で大方の理解を
得るに至り、経営協議会で了承された。
○ 【平成18年度】「平成18年度予算編成方針」を
策定し、次のとおり、大学としての目標等に即し
た戦略的・重点的配分を行った。ア人件費の抑制

・総人件費改革の対象人件費を含めた人件費全
体について削減。・非常勤講師手当について、平成
16年度比60 ％程度に抑制。・非常勤職員の人件費
について、17年度の支出額以下に縮減。 イ物件
費の効果的配分 ・教育経費は、教育水準の一層
の向上を目指すため増額。・研究経費は、全て学内
公募による競争的配分。・管理経費は、実績額をベ
ースとして抑制。・部局長等裁量経費を新設し、部
局における新たな事業等への積極的な取組みを促
す。・従来の学長裁量経費に加え、前年度まで部局
に配分していた図書購入費、教員研究旅費、設備
の更新費、営繕費等について、全学的な観点から
必要な措置を講ずることとし、学長の判断による
重点的配分を充実。

（平成19年度の実施状況）
【９】 【９】
○ 平成18年度の学内資源配分システムを ○ 学長が提示した「平成19年度予算配分の方針」
基本としつつ、さらに戦略的重点的な配 に則し、学内予算配分を行った。このうち事業的
分を引き続き実施する。 経費については、第１次（平成１８年度中に配分

Ⅳ 案策定）以降、第２次～第４次までの複数回の予
算要求時期を設け、また、緊急案件等については
随時対応するなど、部局等からの計画案に対し柔
軟に対応した。また、外部資金等の間接経費・オ
ーバーヘッドを一括して全体財源に含め、全学的
見地から必要度の高い事項に予算配分をすること
とした。

（学外の有識者・専門家の登用 （平成16～18年度の実施状況概略）
に関する具体的方策） ○（平成16年度）労働保険事務は、社会保険労務 ○業務の強化（地域との連携、
【１０】 士へのコンサルティング業務委託をもって代える 発展基金の確保、学生の就職支
○ 平成16年度から、必要に応じ こととし当該業務を実施した。 援活動等）のため、民間企業等
て、訟務事務、監査事務、労働 ○（平成17年度）知的財産及び技術移転コーディ との人事交流を継続する。
保険事務等にかかる専門スタッ ネーターを採用し、専門スタッフとして配置した。
フの配置を検討する。 ○ 特許の申請関係など弁理士の事務は、その専門

Ⅲ 領域に応じ、業務委託をもって、専門スタッフの
配置に代えた。
○（平成18年度）労働保険事務については、社会
保険労務士（（株）シー・イー・アイ）へのコンサ
ルティング業務契約をもって引き続き代えること
として実施している。
○（平成18年度）三井住友海上火災保険株式会社
より出向職員を受け入れ、就職支援関係業務担当
として配置した。

（平成19年度の実施状況）
【１０】 【１０】
○ 科学研究費補助金の申請作業を指導す Ⅲ ○ 科学研究費補助金の申請作業を指導するため、
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るため、ＯＢ教員を科学研究費コーディ ＯＢ教員を科学研究費コーディネーターとして５
ネーターとして配置する。 人配置した。

（内部監査機能の充実に関する （平成16～18年度の実施状況概略）
具体的方策） ○ 平成16年度に「教育・研究評価センター」を設 ○教育・研究評価センターの「業
【１１】 置し、その下に「教育評価部門」「研究評価部門」 務運営評価部門」が引き続き企

「業務運営評価部門」の３部門を設けた。前者２ 画、業務運営の実施状況を点検
○「教育・研究等評価センター」 部門には各３名のセンター員を配置し、第３部門 ・評価することで、企画・業務
の下に、「業務運営評価部門」を は全員が担当することにした。業務運営の評価に 運営の分析機能を強化するとと
設置し、企画、業務運営の分析 関しては、その方法と評価基準について検討を行 もに、その結果を公表して問題
機能の強化を図るとともに、そ った。 点の改善に資する。
の評価意見を学内外に公表し、 ○ 部局長会議(全学運営会議)に評価センター長が
問題点の改善を図る。 常時出席することによって、大学の業務運営方法

をモニターし、企画・立案とその成果を検証して
いる。平成18年9月には複数のセンター員が秋田大

Ⅲ 学と弘前大学を視察し、企画・立案を含む大学の
業務運営について研修した。評価センターは、平
成16年度、17年度の本学の中期計画の実施状況、
そして大学評価・学位授与機構が公表した機関別
認証評価の基準１０「財務」，１１「管理運営」に
ついて本学における状況を点検し、これらの精査･
分析を通じて本学の業務運営方法を調査し、かつ
企画･立案とその成果を分析するための能力を養っ
た。さらに、評価センターは平成16年の発足以来、
大学評価・学位授与機構が主催する大学評価や大
学情報データベースなどに関する講演会・説明会
・セミナーにセンター員を派遣し、企画･立案とそ
の成果を分析する機能の向上に努めた。

（平成19年度の実施状況）
【１１】 【１１】
○ 教育・研究等評価センターでは、「業 ○ 教育・研究評価センターでは、従来の取組に加
務運営評価部門」が、主として総務部・ Ⅲ え、学外者の意見を反映させ業務運営の改善に生
財務部が関わる年度計画の評価を行うこ かすため、高等学校長をセンター会議に迎え、大
とで、企画・業務運営の分析機能を強化 学の業務運営に関する意見を聴取した。
する。

ウェイト小計
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
（１）業務運営の改善及び効率化

② 教育研究組織の見直しに関する目標

（教育研究組織の柔軟かつ機動的な編成・見直し等に関する基本方針）
中 ○時代や社会の要請に応えて、教育研究組織を不断に見直す。

○研究能力のパワーアップを図るために、教育組織と研究組織の分離を進め、柔軟な構造に設計する。
期

目

標

進捗
判断理由（計画の実施状況等） ウェイト

状況
中期計画 平成19年度計画

中 年 中 年
平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定

期 度 期 度

（教育研究組織の編成・見直し （平成16～18年度の実施状況概略）
のシステムに関する具体的方策） ○ 平成16年度に学長のリーダーシップの下で全学 【評価センター】
【１２】 教員定員の再定義を実施し、共通定員を必要な部 ○ 教育・研究等評価センター
○ 各年度の段階において、「教 署に再配置した。（英語教育開発センター２名，国 は、引き続き、各学部、研究科
育・研究等評価センター」の評 際交流センター２名） における教育研究を評価し、学
価結果を踏まえて、各学部・研 ○ 平成17年度に学長のリーダーシップの下で共通 長に報告する。
究科の再編、教員の適正配置の 定員を必要な部署に再配置した。（全学教育企画室 ○学長室では、教育・研究等評
ための全学的な組織改革計画を ２名，英語教育開発センター５名，情報基盤機構 価センターの評価結果を踏まえ
検討し、具体案を策定する。 １名，情報メディアセンター２名，教養学部４名， て、各学部・研究科の再編、教

経済学部１名） 員の適正配置のための全学的な
○ 平成18年度に理学部と工学部が一体となった理 組織改革計画を次期中期計画に

Ⅲ 工学研究科を組織し、教育組織と研究組織の分離 向けて検討する。
を進めた。
○ 平成18年度に交際交流事業部門と留学生支援部
門を統合した国際交流センターを設置し、学術交
流と学生交流をさらに推進させる体制を整えた。
○ 平成18年度に学長のリーダーシップの下で共通
定員を必要な部署に再配置した。（教育学部１名）
○ 教育・研究等評価センターでは、まず、国内外
の大学の視察等により情報を収集し、教育研究の
評価方法と評価に応じた組織再編の在り方を検討
した。教育研究の成果に関する評価法の研究開発
作業を遂行した。ついで、教育の成果に関する評
価法の研究開発のために、各学部、研究科等に、
大学評価･学位授与機構の作成した「機関別認証評
価」に基づく「自己評価書」の提出を求めた。提
出された報告書に基づき、教育内容および方法、
教育の成果、学生支援等、施設･設備、教育の質の
向上および改善のためのシステムを点検し、各部
局の現状と今後の課題について詳細な検討を行っ
た。
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（平成19年度の実施状況）
【１２】 【１２】
○ 学長室では、教育・研究等評価センタ ○ 平成19年度に学長のリーダーシップの下、共通
ーの評価結果を踏まえて、各学部・研究 定員を再配置した。（全学教育企画室１名，英語教
科の再編、教員の適正配置のための全学 育開発センター１名，国際交流センター１名）
的な組織改革計画を検討する。 ○ 教育・研究等評価センターでは、各学部・研究

科の部局長による教員活動評価の主要な項目を集
Ⅲ 計し、集計データをもちいて問題点・改善すべき

点を指摘する仕組みを作った。さらに上記の教員
活動報告に関して、評価センターが組織・教員に
ついて総括し、問題点・改善すべき点を学長に報
告した。

【１３】 （平成16～18年度の実施状況概略） ○ 教育・研究等評価センターで
○ 各年度において、学内の各種 【評価センター】 は、引き続き、教育・研究施設
教育研究施設の点検を行い、再 ○ 教育・研究等評価センターでは、 16年度には の点検を行い、結果を学長室に
編・重点整備計画等を検討し、 まず、教育研究の評価方法の研究を行う計画をた 報告する。その結果を踏まえて、
具体案を策定する。 て、国内外の大学における状況を実地調査した。 学長室では、再編・重点整備計

また、経済学部における教育施設の評価法に関し 画等を次期中期計画に向けて検
ても討議、検討した。１７年度には各学部・研究 討する。

Ⅲ 科から提出される評価報告書に基づいて、学内の
各種教育研究施設の適正配置の検討を行うことと
し、施設課によって導入されたnetFMシステムを活
用することによって、常時施設利用状況を把握で
きることを確認した。また、施設評価とかかわる
キャンパスマスタープラン検討ワーキンググルー
プ、安全委員会、環境委員会が発足したため、そ
れらを統合し、かつnetFMシステムを活用した評価
システムの構築について検討した。また、機関別
認証評価に基づく「自己点検・評価書」の中に含
まれる「施設・設備」の基準により、施設・設備
の状況について報告を受け、学内の教育研究施設
の状況について把握し、その適正配置について検
討を行った。１８年度には１７年度に引きつづき、
各学部・研究科の評価委員会に対して、教育研究
施設の点検報告の提出を求め、これに基づき学内
の各種教育研究施設の適正配置の検討を行うこと
とし、学部・研究科及び全学教育・学生支援機構
の教育に関係する基準８「施設・設備」について、
各学部・研究科及び全学教育・学生支援機構に対
し、基本的観点に係る状況を自己点検するように
求めた。

（平成19年度の実施状況）
【１３】 【１３】
○ 教育・研究等評価センターでは、学内 ○ 教育・研究等評価センターでは、 19年度には、
の各種教育研究施設の点検を行い、その 従来の点検システムを確認したうえで、各学部研
結果を踏まえて学長室では、再編・重点 Ⅲ 究科のユニットに対して教育・研究に関する幅広
整備計画等を検討する。 い取り組み調査する一環として、教育施設の点検、

研究施設の安全点検、整備計画を調査する項目を
入れた。この調査結果データを、学長室に報告し
た。

（教育研究組織の見直しの方向 （平成16～18年度の実施状況概略）
性） ○ 理工学研究科は、平成18年度に大学院重点化改 ○ 理工学研究科において連携先
【１４】 組を行い、研究組織と教育組織を分離した。教員 端研究部門を構成する領域は時
○ 理工系研究科における先端的 Ⅲ は研究部に属し、特に、重点研究テーマを推進す 限であり、時限のきた領域を評
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研究を促進するために、学問分 る教員は、連携先端研究部門の各領域の担当を併 価し、改廃を決定する。
野に重点を置いて教育・研究に 任する。また、連携先端研究部門には、外部の先
当たる組織と、それ以外に、既 端的研究機関と連携して先端領域を研究するため
存の学問分野に捉われずに教育 の時限付き領域を３つ設けた。
・研究に当たる組織とを設ける
ことを検討する。

（平成19年度の実施状況）
【１４】 【１４】
○ 理工学研究科では、平成18年度改組で ○ 理工学研究科研究部連携先端部門に、フロンテ
設置した先端連携研究部門の領域を新た ィアフォトニクス領域を設け理研との連携を強化
に2つ設けるとともに、医学系の連携研究 し、融合ヒューマンインタラクション領域を設け、
機関として、埼玉県立がんセンター臨床 IT分野をゲートウェイとする文理融合領域を展開
腫瘍研究所を加え、また、理化学研究所 Ⅲ した。また、医学系の連携研究機関として、埼玉
脳科学総合研究センターとの連携を強化 がんセンター臨床腫瘍研究所を加え、また、理研
し、バイオサイエンス・バイオテクノロ 脳科学総合研究センターとの連携を強化し、バイ
ジーの医療面への展開を図る。さらに、 オサイエンス、バイオテクノロジーの医療面への
同部門に、融合ヒューマンインタラクシ 展開を図った。
ョン領域を設け、ＩＴ分野をゲートウェ
イとする文理融合領域を展開する。

【１５】 （平成16～18年度の実施状況概略）
○ 社会のニーズ等に応じて、大 【教養学部】 【教育学部】
学院の収容定員の拡大を図ると ○【平成16年度】文化科学研究科修士課程では、 ○ 教育学部では、現職教員を大
ともに、学部の収容定員の見直 留学生教育重視の姿勢を明確に示すため、平成17 学院生として収容する大学院定
しについて具体案を策定する。 年度から留学生定員を内数化することに決定した 員見直しは、平成19年度に終了

(博士後期課程は発足当初より留学生定員が内数化 しているので、その体制を維持
されている)。収容定員の拡大については、①内数 する。
化による留学生の合格者数の推移、および②「定 ○ 理工学研究科では、平成20年
員再定義」を踏まえた修士課程の将来計画の動向、 度工学部改組を受けて、大学院
の２点を注意深く見守って検討を進めていくこと 博士後期課程および博士前期課
とした。 程入学定員の見直しを、9月入学
○ 理工学研究科としての検討を重ね、大学院重点 制度を含めて検討する。

Ⅲ 化により大学院定員の増を行った。理学部組織に
ついては、入学志願者が十分な現状では改変は行
わないこととした。
○ 理工学研究科では、平成18年の改組に際し、博
士前期課程の入学定員を増員し大学院の充実を図
った。またその際、博士後期課程における外国人
留学生を定員内化した。

（平成19年度の実施状況）
【１５－１】 【１５－１】
○ 教育学研究科では、平成20年度に向け ○ 教育学部では、現職の養護教諭が専修免許を取
て、社会的ニーズに対応する大学院定員 得できる大学院整備として教育学研究科に学校保
配置を見直しする。 Ⅲ 健専修を設置する改組計画を文部科学省に申請し、

平成20年度から設置が可能となった。これに対応
して、この専攻において専修免許が取得できるよ
うにするための課程認定を申請中である。

【１５－２】 【１５－２】
○ 理工学研究科の改組重点化により、大 ○ 理学部では、運営会議等で学部組織・学生定員
学院の入学定員の拡充を行ったが、引き 等の検討を行ったが、全国の理学部長会議の共通
続き、工学部では、社会的要請に応える Ⅲ 認識と同様、理学の基本分野をきちんと維持する
ため、入学定員の見直しを行うとともに、 こととし、現状を変更しない結論に達した。
学科の新設を検討する。 ○ 理工学研究科では、博士後期課程の入学定員を

振り替えて、博士前期課程の入学定員を増員する
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ことの検討を開始した。

【１６】 （平成16～18年度の実施状況概略）
○ 教養学部、教育学部、及び経 ○ 共生社会研究センターでは、平成16年度以降、 ○ 共生社会研究センターは、引
済学部が連携し、「共生社会研究 アーカイブとしての資料の収集・整理、資料提供 き続き「市民活動資源メタネッ
センター」のあり方について検 者との人的ネットワークの構築、収集資料・人的 トワーキングの拠点形成」の基
討し、具体案を策定する。 ネットワークを基盤とした活動のあり方を検討し 盤づくりと、その役割を充実さ

てきたが、平成18年度には、長期的展望である「市 せるための検討を行う。
民活動資源メタネットワーキングの拠点形成」の
基盤づくりとして、①市民活動関連資料の収集・
整理を継続＝30数万点、②所蔵資料復刻版の刊行、
③地域の市民活動支援＝ＮＰＯ活動普及のための
市民講座開催、④教養教育科目としてのテーマ教

Ⅲ 育プログラム「社会と出会う」（受講者総数1030名）
の企画・担当、などを実施した。

（平成19年度の実施状況）
【１６】 【１６】
○ 平成18年度に、人文社会系学部が一体 ○ 共生社会研究センターでは、平成19年度におい
となって、「共生社会研究センター」のあ て、引き続き「市民活動資源メタネットワーキン
り方を検討し明確化した方向性に向けた Ⅲ グの拠点形成」の基盤づくりのための活動をおこ
着実な成果を積み上げるために、資料の なった。また、埼玉県との連携により県内大学と
収集・整理を進め、資料提供者との人的 ＮＰＯのネットワーキング構築の準備を開始した。
ネットワークを広げ、これらを基盤とし 第1期となる平成19年度は、準備会議を3回、実行
て学生の教育、市民活動支援、出版事業 委員会を１回実施し、「大学とＮＰＯの連携」をテ
の活動を一層進める。 ーマにしたシンポジウムを1月２６日に開催した。

【１７】 （平成16～18年度の実施状況概略）
○ 理学部と工学部の連携を促進 ○【平成16年度】理工学研究科の組織改革と関連 ○「先端物質科学研究センター」
し、「先端物質科学研究センター」 して両学部で検討した。 の組織を、理工学研究科研究部
のあり方について検討し、具体 ○【平成18年度】当該センター構想は、理工学研 物質科学部門に組み込み、セン
案を策定する。 究科の所掌事項となった。なお、本年度から、第 ターの各分野はそれぞれ総合研

３分野として、「フロンティアフォトニクス」を設 究機構のプロジェクト研究の一
置し活動を開始した。 つとして位置づけて、活動を継
○ 理学部を中心に検討がなされてきたが、さらに 続する。
工学部の教員も参画して活動の実質化を図った．

Ⅲ ○ 先端物質科学研究センターは、「超高圧・極低
温・高磁場物性研究分野」と「短寿命分子種・超
高速現象研究分野」で運営し、総合研究機構に成
果を報告してきた。平成18年度から「フロンティ
アフォトニクス研究分野」を設置した。この分野
は，本学の重点研究にも採択され、それにより理
工学研究科の連携先端研究部門にも組み込まれた。
また地域結集型研究事業「先端物質によるフロン
ティアフォトニクス」（通称”埼玉オプト”）にも
採択され，大きな成果を上げている。

（平成19年度の実施状況）
【１７】 【１７】
○「先端物質科学研究センター」では、 ○先端物質科学研究センターの活動を継続した。
従来の2分野について活動を継続するとと フロンティアフォトニクス分野については、埼玉
もに、平成18年度から設置した「フロン オプト、そして研究科重点研究テーマ「先端物質
ティアフォトニクス分野」において活動 Ⅲ によるフロンティアフォトニクスの創成」に発展
を開始する。 した。本年度に、成果中間報告会を開催する。

○ 本年度は、”埼玉オプト”と合同で本センター
独立の成果報告会を開催した。
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【１８】 （平成16～18年度の実施状況概略）
○ 人文社会系分野・理工系分野 ○ 専門職大学院の設置について、関係研究科でそ ○教育学部での検討の結果教職
の研究科において、専門職大学 れぞれ検討した結果、経済科学研究科は当初より 大学院は見送り、学部の改組を
院の設置の可能性について検討 社会人中心の大学院であり、また、教育学研究科 優先させ、それに連動する教育
を行う。 は教職大学院を置かないとの基本方針であること、 学研究科の見直しを実施する。

理工学研究科の志向も専門職大学院の設置は考え
ないこととなった。

Ⅲ

（平成19年度の実施状況）
【１８】

【１８】 Ⅲ ○ 理工学研究科においては、MOT関連講義として、
技術経営学を開講した。また、4大学連携によるIT

（19年度は年度計画なし） 大学院教育プログラムの実施について具体的計画
を策定し、次年度から実施することとした。

ウェイト小計
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